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研究目的

平成２３年３月１１日に起きた東日本大震災は、日本経済に大きな打撃を与
えたが、特に福島第一原子力発電所の事故は日本社会全体のあり方を問う
ものとなった。私どもは経済研究所の所員として、この未曽有の災害がも
たらしたものをまとめておく必要があると考え、研究プロジェクトを立ち
上げ、２０１１年度の学内特別研究助成（経済研究所長推薦）を申請し採択さ
れたのであった。
本研究では、震災後の消費者の行動や市民活動の変化、被災地の地域経

済の変化、過去の震災において地域経済に見られた影響の再検証、財政、
国際経済への影響、さらに情報技術の進歩によってもたらされた新しい通
信技術に関する問題、最後に原発事故を契機にこれまで語られてきた持続
可能性概念を再考し、これから築かれるべき社会を考えた。

研究内容

８名の教員の担当分野は、以下の通りである。
池野秀弘教授は、国内経済分野を担当し、震災後の国内経済への影響を

分析した。大森一宏教授は地域経済を担当し、震災と小売業を関東大震災
時の首都圏を事例として研究した。野田裕康教授は財政分野を担当しドイ
ツを事例として復興特別増税について研究、渡辺裕子教授は市民活動分野
を担当し、東日本大震災におけるボランティア活動に関する調査研究をし
た。南林は個人消費の分野を担当し、震災の個人消費への影響分析を、市
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川哲郎准教授は国際経済を担当し、東日本大震災が日本の貿易通商に与え
た影響の検討を行った。大山明男准教授は環境分野を担当し、原発からコ
ストとリスクを再考した。八田真行講師は通信技術分野を担当し、大震災
時における情報技術活用の実態と可能性について調査研究した。

研究成果公表

研究終了時から２年以内（平成２５年度）に各分野ごとの報告を『経済研
究所所報』または『駿河台経済論集』に公表することとしている。平成２４
年度中にすでに公表した論文は以下のとおりである。
①渡辺裕子「東日本大震災におけるボランティア活動―埼玉県西部地域
の統計調査から―」『経済研究所所報』第１５号、平成２４年９月、pp.９９―１１８

②南林さえ子「東日本大震災の消費行動への影響分析」『駿河台経済論
集』第２２巻２号、平成２５年３月、pp.１２１―１４２

③大山明男「原発の存在と倫理問題の構造表―倫理の内と外―」『駿河
台経済論集』第２２巻２号、平成２５年３月、pp.１８１―２１１

平成２５年度公表のものは以下の通りである。
①池野秀弘「被災地３県の巨大地震発生後の地域経済」『経済研究所所
報』第１６号、平成２５年９月

②大森一宏「関東大震災と埼玉県の地域経済―産業組合と同業組合の果
たした機能に注目して―」『経済研究所所報』第１６号、平成２５年９月

③市川哲郎「貿易収支の面から検討した、東日本大震災が我が国の貿易
通商に与えた影響について」『経済研究所所報』第１６号、平成２５年９月

④野田裕康「我が国復興特別増税の長期的視点について―ドイツ連帯付
加税の現状分析から考える―」『駿河台経済論集』第２３巻１号、平成２５
年９月

⑤八田真行「東日本大震災と情報技術―オープンソース、ソーシャル・
メディア、データ・ジャーナリズム」『駿河台経済論集』第２３巻２号、
平成２６年３月予定
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